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第８ 産業保安行政 

日常生活や産業活動に欠かすことのできない火薬類、高圧ガス・液化石油ガス及び電気による

事故や災害を未然に防止することを目的に、許可・登録、検査・指導、保安意識の啓発及び免状

交付等の事務を行っている。 

併せて、一般社団法人宮城県ＬＰガス協会や一般社団法人宮城県火薬類保安協会等の産業保安

関係団体と連携し、事故や災害の防止と公共の安全の確保に努めている。 

なお、火薬類取締法に係る許認可、検査等の事務(免状交付に係るものを除く。)権限は、「事

務処理の特例に関する条例」(平成 11 年宮城県条例第 54 号。以下「特例条例」という。)に基づ

き、平成 14 年度から各市町村(実務は消防本部(局))に移譲され、さらに「地域の自主性及び自立

性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」(平成 27年法律第 50

号。以下「第５次地方分権一括法」という。)に基づき、平成 29年度から仙台市に法定移譲され

た。 

また、高圧ガス保安法及び液化石油ガス法に係る許認可、検査等の事務(免状交付に係るものを

除く。)権限は、特例条例に基づき、平成 18 年度から仙台市に、平成 21 年度から登米市に移譲さ

れ、高圧ガス保安法については、第５次地方分権一括法に基づき、平成 30 年度から仙台市に法定

移譲された。 

電気用品安全法に係る販売事業者への立入検査事務は、各市町村で行っている。 

産業保安行政の体系は以下のとおりである。  

＜産業保安行政体系図＞ 

火薬類の保安対策 

指導取締り 

製造・販売等の許可（猟銃等に係るものを含む） 

譲受・消費等の許可 

保安検査、立入検査（猟銃等に係るものを含む） 

保安意識の高揚 

保安責任者等への保安教育の実施 

火薬類危害予防週間等における諸事業の実施 

消費者に対する啓発及び保安功労者の表彰 

自主保安体制の確立 
危害予防規程の認可、保安教育計画の認可 

定期自主検査の実施指導 

保安責任者免状の交付 

高圧ガスの保安対策 

指導取締り 

製造・貯蔵等の許可、登録等 

保安検査、立入検査、完成検査 

高圧ガス積載車両路上取締り 

保安意識の高揚 

保安責任者等への保安教育の実施 

高圧ガス保安活動促進週間等における諸事業の実施 

消費者に対する啓発及び保安功労者の表彰 

自主保安体制の確立 
危害予防規程の届出受理 

定期自主検査の実施指導 

保安責任者免状等の交付（平成 18 年度より外部委託） 

電気工作物の保安確保 

電気工事業者の適正な

業務の確保及び工事の

欠陥による災害の防止 

電気工事業者の登録 

電気工事業者への立入検査 

電気工事士免状の交付（平成 18 年度より外部委託） 

電気用品の安全性確保 
電気用品による危険及

び障害の発生防止 
電気用品販売事業者への立入検査 
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１ 火薬類・猟銃保安 

（１）火薬類・猟銃等規制の目的 

 火薬類等は、爆発や火災等の潜在的危険性を有しているため、「火薬類取締法」及び「武器等

製造法」に基づき、火薬類の製造、販売、貯蔵、消費及び猟銃等の製造、販売等を規制し、災害

の防止と公共の安全を確保することを目的としている。 

 

（２）火薬類・猟銃等関係事業所（製造、販売、貯蔵等）の現状 

 「火薬類取締法」及び「武器等製造法」に基づく製造、販売等の許可事業所数は、表１－１、

１－２のとおりである。 

 

表１－１ 火薬類事業所数等【市町村長に権限移譲】        （令和 5年 3月 31 日現在） 
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計
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託
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蔵

土

木

業
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そ
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他

県　合計 3 0 0 1 5 2 6 5 0 3 12 35 15 0 2 2 8 1 0 0 25 19 0 0 11

販売業者 火薬庫 庫外貯蔵所製造業者（煙火類）

 
※１ 販売業者のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ欄は、それぞれ、以下の内容をさす。 

Ａ 火薬（猟用火薬を除く。）又は爆薬を販売するもの 
Ｂ 火薬・爆薬及び火工品、火薬及び火工品又は爆薬及び火工品を販売するもの 
Ｃ 火工品（船舶用火工品・建設用びょう打ち銃用空包・実包及び煙火を単独で販売している場合を除く。） 
Ｄ 実包又は猟用火薬（猟用の無煙火薬と黒色火薬）を販売するもの 
Ｅ 船舶用火工品を販売するもの 
Ｆ 建設用びょう打ち銃用空包を販売するもの 
Ｇ 煙火を販売するもの 
Ｈ 競技用紙雷管を販売するもの 

※２ １級～３級火薬庫の定義は以下のとおりである。 
１級 最も本格的なもので、比較的多量の火薬類を貯蔵する恒久的なもの。 
２級 土木工事その他の事業に使用される火薬類をその事業の間貯蔵するもの。 
３級 少量の火薬類を貯蔵する恒久的なもので、爆薬と火工品を同時に貯蔵する場合には隔壁により区分しな 

ければならない。 
※３ 指定都市については平成 29 年度から法定移譲されたため、上記表に仙台市消防局の実績は含まない。 
 
 

表１－２ 猟銃等製造販売事業所数（令和 5年 3月 31 日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業所区分 事業所数 

製  造 0 

製造・販売 5 

販  売 3 

計 8 
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（３）火薬類・猟銃等関係許可等件数 

 「火薬類取締法」及び「武器等製造法」に基づく令和 4年度の許可件数は、表２－１、表２－

２のとおりである。 

 

表２-１ 火薬類許可件数【市町村長に権限委譲】  （令和 4年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
※指定都市については平成２９年度から法定移譲されたため、上記表に仙台市消防局の実績は含まない。 

 

表２－２ 猟銃等許可件数           （令和 4年度） 

許認可等区分 件数 

猟銃等製造許可(移転を含む) 0 

猟銃等販売許可(移転を含む) 0 

 

（４）免状の交付 

 令和 4年度の火薬類保安責任者免状交付件数は、表３のとおりである。 

 

表３ 火薬類取扱（製造）保安責任者免状交付件数   （令和 4年度） 

免状種別 免状交付 免状再交付 免状書換 計 

甲種取扱保安責任者 34 5 0 39 

乙種取扱保安責任者 7 2 0 9 

丙種製造保安責任者 0 0 0 0 

計 41 7 0 48 

甲種取扱 … 火薬庫において火薬を貯蔵する場合、火薬類の消費場所（発破現場など）において火薬類を消費

する際に、法の規定に基づいて種々の保安に関する職務を行う。 

乙種取扱 … 甲種と乙種とは、火薬類の貯蔵合計量（乙種は年間に 20t 未満に限定）又は消費合計量（乙種は

１ヶ月に１ｔ未満に限定）により、火薬類取扱保安責任者への選任資格が異なる。 

丙種製造 … 煙火等の製造数量が１日 300kg 未満の製造工場で火薬類製造保安責任者の選任資格を有する。 

 

（５）立入検査等 

火薬類消費場所等に立入り、「火薬類の保安管理、取扱基準の遵守」及び「盗難防止設備等の

維持管理」の状況を検査するため、立入検査を行っている。  

火薬類製造施設及び火薬庫について、その位置、構造及び設備等が技術上の基準に適合してい

るかについて保安検査を行っている。  

 令和 4年度に実施した検査件数は、表４のとおりである。 

許認可等区分 件数 許認可等区分 件数 

火薬類製造営業許可 0 火薬類輸入許可 0 

火薬類販売営業許可 2 火薬庫外貯蔵所指示 11 

火薬庫設置許可 
（移転・構造設備変更含） 

3 危害予防規程の認可 0 

火薬類譲渡許可 6 保安教育計画認可 10 

火薬類譲受許可 94 製造施設完成検査 0 

火薬類消費許可（煙火） 76 火薬庫完成検査 
（移転・構造設備変更含） 

1 

火薬類消費許可（煙火以外） 90   



57 

 

 

表４ 火薬類保安検査等実施件数【市町村に権限委譲】       （令和 4年度) 

 
煙火製造所 火薬庫 販売所 消費場所 庫外貯蔵所 計 

立入検査 3 19 38 131 48 239 

保安検査 3 23 - - - 26 

※指定都市については平成２９年度から法定移譲されたため、上記表に仙台市消防局の実績は含まない。 

 

また、猟銃等製造販売事業者のすべてに対し、銃の適正な保管管理及び取扱の状況を確認する

ため、立入検査を行っている。 

 

（６）各種講習会の実施状況 

（一社）宮城県火薬類保安協会の主催する火薬類取扱者を対象とした各種保安講習会に講師を

派遣し、保安意識の高揚と事故防止の徹底を図った。令和 4年度の実施状況は、表５のとおりで

ある。 

 

表５ 講習会受講者数          （令和 4年度） 

講習区分 実施回数 受講者数 

火薬類保安講習会（保安責任者等） 7 437 

発破技術講習会 1 75 

計 8 512 

 

（７）火薬類事故の発生状況 

 平成 29年からの火薬類による事故の発生状況は、表６のとおりである。 

 

表６ 火薬類事故関係発生状況（経年変化） 

     年次 

区分 
平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

件数 2 2 3 2 0 2 

死者数 0 0 0 0 0 0 

負傷者数 2 1 2 1 0 1 
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２ 高圧ガス保安 

（１）高圧ガス規制の目的 

 高圧ガスは、爆発や火災等の潜在的危険性を有しているため、「高圧ガス保安法」及び「液化

石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基づき、製造、販売、貯蔵、消費等を

規制し、災害の防止と公共の安全を確保することを目的としている。 

 

（２）高圧ガス関係事業所（製造、販売、貯蔵、消費）の現状（登米市分を含む） 

 「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基づ

く製造、販売、貯蔵、消費等の許可及び届出事業所数は表７、ガスの種類別高圧ガス製造事業所

数は表８のとおりである。なお、高圧ガス保安法に係る事務は平成３０年度から指定都市に法定

移譲されたため、仙台市消防局管内の実績は含まない。 

 
表７ 高圧ガス関係事業所数   (令和 5年 3月 31 日現在） 

製造事業所 

第一種 第二種 

コンビ則 計 一般 

高圧 

ガス① 

液化 

石油 

ガス➁ 

①②

適用 
冷凍 計 

一般 

高圧 

ガス① 

液化 

石油 

ガス➁ 

①②

適用 
冷凍 計 

87 51 2 82 222 203 5 0 1,078 1,286 3 1,511 

 

販売事業所 貯蔵所 

高圧ガス保安法 液化石油ガス法 第一種 第二種 

貯蔵所 

計 

一般 

高圧

ガス

① 

液化 

石油

ガス

➁ 

①

②

適

用 

販売 

事業

者数 

特定 

供給設備 

一般 

高圧ガス 

液化 

石油ガス 

①②

適用 
計 

一般 

高圧ガス 

液化 

石油ガス 

①②

適用 
計 

475 234 13 414 31 40 39 1 80 114 15 1 130 210 

 

特定消費事業所 
容器 

検査所 一般 

高圧ガス 

液化 

石油ガス 
①②適用 計 

54 34 1 89 12 
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表８ ガスの種類別高圧ガス製造事業所数 

(1) 一般高圧ガス関係  (令和 5年 3月 31 日現在) 

区分 

ガスの種類 
第一種 第二種 

空気 12 37 

酸素 32 49 

アセチレン 1 0 

窒素 56 72 

水素 6 0 

炭酸ガス 38 11 

フロンガス 4 19 

アンモニア 1 0 

塩素 1 0 

六フッ化硫黄 1 0 

天然ガス 4 0 

石油精製 1 0 

その他 18 14 

計 175 202 

（注）同一事業所で 2種類以上の高圧ガスの製造を行っている場合あり。 

 
(2) 冷凍関係  (令和 5年 3 月 31 日現在) 

区分 

ガスの種類 
第一種 第二種 

フルオロカーボン 59 962 

アンモニア 22 113 

二酸化炭素 0 1 

計 81 1,076 

      (注）同一事業所で 2種類の高圧ガスの製造を行っている場合あり。 
 
（３）高圧ガス関係許可・届出件数（登米市分を含む。液石法の保安機関のみ仙台市分も含む。） 

 令和４年度における「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に

関する法律」に基づく許可・届出件数は表９のとおりである。 
 

表９ 高圧ガス関係許可・届出件数  (令和４年度) 

許可等区分 

 

ガス区分 

許可 登録・認定・届出 

製造 貯蔵 製造 貯蔵 特定消費 販売 保安機関 

新規 変更 新規 変更 新規 変更 新規 変更 新規 変更 新規 新規 更新 

一般高圧ガス 2 20 1 3 4 5 6 5 0 8 36 - - 

冷凍 0 4 - - 27 24 - - - - - - - 

液化石油

ガス 

高保法 1 13 1 1 2 0 0 0 0 1 0 - - 

液石法 4※ 4※ 0 - - - - - - - 0 0 6 

コンビ則 0 4 - - - - - - - - - - - 

計  7 45 2 4 33 29 6 5 0 9 36 0 6 

※充てん設備の実績を示す。 
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（４）免状の交付  

令和４年度の高圧ガス製造保安責任者、高圧ガス販売主任者等に係る免状の交付件数は、表 

１０のとおりである。 

 

表１０ 免状交付件数 (令和４年度) 

免状の種類 
乙種 

化学 

乙種 

機械 

丙種化学 冷凍機械 販売主任者 液化石油 

ガス設備士 液石 特別 第 2種 第 3種 第 1種 第 2種 

交付件数 14 37 37 23 22 59 37 91 82 

 

 
（５）立入検査等（登米市分を含む。販売所の液石法のみ仙台市分も含む。） 

１ 「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基

づく許可を受けた事業所は、完成検査又は使用前検査に合格した後でなければ、施設を使用し

てはならないこととされており、これらの規定に基づく検査を適宜行っている。  

２ 第 1種製造事業所について、施設の位置、構造及び設備が技術上の基準に適合しているかに

ついて検査するため、定期的に保安検査を行っている。  

３ 災害の発生防止のため、製造、販売事業所に対して毎年度立入検査を実施し帳簿書類を検査

している。  

４ 高圧ガス運搬車両については、毎年度関係機関と協力の上、取締・指導を行っている。 

令和４年度に実施した検査件数は表１１のとおりである。 

 

表１１ 保安検査等実施件数   (令和４年度) 

検査区分 

事業所区分 
保安検査 完成検査 立入検査 

移動車両 

検査 

製造所 

一般高圧ガス 18 17 42 - 

冷凍 0 0 25 - 

液化石油ガス 
高保法 1 11 16 - 

液石法※ 4 8 12 - 

コンビ則 0 0 1 - 

販売所 

一般高圧ガス - - 13 - 

液化石油ガス 
高保法 - - 5 - 

液石法 - - 175 - 

貯蔵所 - 4 21 - 

移動車両 
タンクローリー - - - 3 

バラ積み - - - 9 

容器検査所 - - 4 - 

消費場所 
特定消費 - - 16 - 

その他 - - 0 - 

その他 - - 0 - 

計 23 40 330 12 

※充てん設備の実績を示す。 
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（６）各種講習会の実施状況  

 例年、「高圧ガス保安法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」

に基づく設備基準等の徹底と自主保安の確立による災害防止を図るため、各種講習会を実施して

おり、令和４年度の実施状況は、表１２のとおりである。 

 

表１２ 講習会受講者数 (令和４年度) 

講習会種類 実施回数 受講者数 

高圧ガス製造事業所等関係 2 63 

液化石油ガス販売事業関係 6 520 

計 8 583 

 
（７）高圧ガス事故の発生状況 

 高圧ガス関係の事故発生状況は表１３のとおりであり、令和４年の事故件数は９件と昨年に比

べて減少した。令和４年に発生した事故の概要は、表１４、表１５のとおりである。 

 なお、液化石油ガスの区分において、一般消費者に係る事故の件数等は、括弧内の数値で示し

た。  

 

表１３ 高圧ガス事故関係発生状況（経年変化） 
年次 

区分 
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

液化石油

ガス 

件数 
8 

(3) 

10 

(4) 

8 

(3) 

7 

(4) 

10 

(6) 

8 

(5) 

7 

(5) 

5 

(3) 

7 

(5) 

7 

(6) 

死者数 
0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

負傷者数 
2 

(2) 

5 

(3) 

3 

(0) 

2 

(2) 

2 

(2) 

0 

(0) 

1 

(1) 

0 

(0) 

1 

(1) 

0 

(0) 

一般高圧

ガス 

件数 7 3 7 5 2 3 4 4 4 2 

死者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

負傷者数 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 

冷凍 

件数 1 7 4 6 0 1 1 1 1 0 

死者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

負傷者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 

件数 
17 

(5) 

20 

(4) 

19 

(3) 

18 

(4) 

12 

(6) 

12 

(5) 

13 

(5) 

10 

(3) 

13 

(5) 

9 

(6) 

死者数 
0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(1) 

0 

(0) 

0 

(1) 

0 

(0) 

負傷者数 
2 

(2) 

5 

(3) 

4 

(0) 

2 

(2) 

3 

(2) 

0 

(0) 

1 

(1) 

0 

(0) 

1 

(1) 

0 

(0) 
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表１４ 令和４年 高圧ガス事故（主なもの） 

No 
発生 

月日 

市 町 村 

発生場所 

人身被害 

事故の分類 

ガスの種類 

災害現象 

事 故 

原 因 
事故概要 

1 3.17 
柴田郡柴田町 

高圧ガス事業所 

― 

Ｃ２級 

液化天然ガス 

漏えい 
地震 

地震発生により液化天然ガス設備の緊急遮

断弁が閉止しガス供給先の設備も停止した

ため、配管内が液封状態となり安全弁が作

動。圧力が安全弁の設計圧力を大幅に超え

たため安全弁本弁グランド部から漏えいし

たもの。 

2 7.11 
登米市 

工事現場 

― 

Ｃ２級 

アセチレン、

酸素 

喪失・盗難 

管理不良 

工事作業後、現場のフェンスにアセチレン

ガス及び酸素容器をベルトで固定し帰宅し

たところ、次の作業日に容器がなくなって

いたもの。 

 

表１５ 令和４年 液化石油ガス一般消費者等事故（主なもの） 

No 
発生 

月日 

市 町 村 

発生場所 

人身被害 

事故の分類 

災害現象 

安全装置等の

状況 

事 故 

原 因 
事故概要 

1 3.21 
多賀城市 

飲食店 

― 

Ｃ１級 
漏えい火災 

燃焼器に

接続して

いた低圧

ホースの

劣化 

飲食店において、店員がスープの仕込みの

ために鋳物コンロを着火してその場を離れ

た後、低圧ホースが離脱（全コンロ数７器

のうち１器が当該不具合発生）してLPガス

に引火し、低圧ホース、内壁、テレビを焦

がす小火が発生したもの。 

2 3.26 
仙台市泉区 

集合住宅 

― 

Ｃ２級 
漏えい 

配管の腐

食・経年

劣化及び

地震によ

る損傷 

事故発生現場付近の住民からガス臭がする

との 119 番通報により覚知。 

現地における漏えい検査の結果、LP ガス容

器に接続されていた供給立ち上がり配管

（埋設部）からのLPガスの漏えいが確認さ

れた。 

発生原因については、配管の腐食・経年劣

化と、3月 16 日に発生した福島県沖地震に

よる埋設部配管の損傷であると推定され

る。 

3 5.20 
石巻市 

一般住宅 

― 

Ｃ２級 
漏えい 

部品交換

作業時及

び作業後

の確認不

備 

一般住宅の改修（リフォーム）工事中に、

施工業者が誤ってガス配管の一部を切断し

たことから、LP ガスが漏えいしたもの。 
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３ 電気工事等保安 

（１）電気工事等規制の目的 

 「電気工事業の業務の適正化に関する法律」、「電気用品安全法」及び「電気工事士法」に基

づき、電気工事業者の登録、電気用品販売業者の立入検査及び電気工事士免状交付を行うことに

より、電気工作物の保安を確保し、粗悪な電気用品による事故を防止するとともに、電気工事の

欠陥による災害発生の防止に寄与することを目的としている。 

 

 

（２）電気関係事業者等の現状 

 「電気工事業の業務の適正化に関する法律」に基づく、県内の登録（みなし登録）電気工事業

者、通知（みなし通知）電気工事業者数は、表１６のとおりである。 

 

表１６ 電気関係事業者の状況 (令和 5年 3月 31 日現在) 

 令和 4年度 

登録数 

累計 

事業者数 

累計 

営業所数 

登録電気 

工事業者 
85 903 904 

みなし登録 

電気工事業者 
38 980 994 

通知電気 

工事業者 
0 1 1 

みなし通知 

電気工事業者 
1 9 9 

 

 

（３）免状の交付 

 「電気工事士法」に基づく第一種及び第二種電気工事士免状交付の状況は、表１７のとおりで

ある。 

 

表１７ 免状交付状況 (令和４年度) 

免状の種類 

交付件数 

計 
試験合格者 認定者 講習修了者 

養成施設 

修了者 

第一種電気工事士 230 15 0 － 245 

第二種電気工事士 1,108 0 － 28 1,136 

計 1,338 15 0 28 1,381 

 

 
（４）立入検査等 

 「電気工事業の業務の適正化に関する法律」及び「電気用品安全法」に基づく電気工事業者及

び電気用品販売業者に対する令和３年度の立入検査件数は、表１８、１９のとおりである。 

 

表１８ 電気工事業者立入検査等実施状況  (令和４年度） 

種別 登録事業者 
みなし登録 

事業者 
通知事業者 

みなし通知 

事業者 

立入件数 100 72 － － 
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表１９ 電気用品販売事業者立入検査状況  13 店舗 (令和４年度） 

電気用品の区分 具体的な電気用品名 検査機種数 

電熱器具 電気がまなど 1 

電動力応用機械器具 電気除湿機など 24 

光源及び光源応用機械器具 エル・イー・ディー・ランプなど 1 

電子応用機械器具 ブルーレイレコーダーなど 0 

交流用電気機械器具 直流電源装置など 42 

リチウムイオン蓄電池 モバイルバッテリーなど 14 

合  計 82 

※ 電気用品の販売の事業に係る立入検査は、電気用品安全法施行令により都道府県

又は市が処理する事務とされているが、宮城県では、特例条例により町村に権限移

譲している。上記表の件数は、市が行ったものは含まれていない。 


